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１． はじめに 

本章では，岩手県における先進的な地域づくりを実践する鳴瀬
な る せ

振興組合（奥州市），本寺
ほんでら

地区地域づくり推進協議会（一関市），農事組合法人門崎
かんざき

ファーム（一関市）の取組を詳述

する。

鳴瀬振興組合は，2010 年に岩手県農業賞（中山間地域モデル賞），2014 年に同賞（むら

づくり賞）を受賞し，県内で先進的な取組であるだけでなく，2015 年には第 54 回農林水

産祭表彰むらづくり部門において農林水産大臣賞を受賞し，全国的にも注目される取組で

もある。また，2016 年には前述の「いわて農業農村活性化推進ビジョン」のモデル地区に

選定されている。

本寺地区地域づくり推進協議会は，地域の文化遺産を活かした活動をしており，2005

年には地区内の骨
ほね

寺村
でらむら

荘園
しょうえん

が国の史跡に指定され，2007 年には重要文化的景観に選定さ

れた。また，国の農山漁村活性化プロジェクト交付金を活用し，2008 年から全国初の「景

観保全農地整備事業」を実施している。

農事組合法人門崎ファームは，「いわて農業農村活性化推進ビジョン」の先進地区である

門崎地区農地管理組合と連携し，地域環境保全やブランド化に取り組む事例である。 

２． 鳴瀬振興組合 

（１） 地域概要

奥州市米里
よねさと

地区は，人口約 1,400 人，戸数約 480 戸，高齢化率（65 歳以上人口割合）

は 45.2％である（2016 年）。人口減少と高齢化は年々進行している。 
米里地区の農家数は約 350 戸，平均所有農地は 40～50a である。中山間地域に位置して

おり，中山間地域等直接支払制度上では 24 の農業集落で構成される。ただし，センサス

集落とは一致しない。当地区は 1973 年に 30a の基盤整備を実施しており，新たな整備を

実施する予定はない。当地区には 10 名の認定農業者がおり，うち 7 名が後述する鳴瀬営

農組合に所属している。
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米里地区には 12 の行政区があり，行政区長が自治会長を兼ねる。戦前は６区制だった

が，人口が増えて 12 区制になった。以前の 6 区制が今でも生きている部分もあり，例え

ば米里地区に寺は一つしかないが，寺の檀家の区割りは 6 区である。また，村社は米里地

区で一つだが，村社のお祭り（村祭り）には旧行政区単位で参加の有無を決めている。村

祭りについては，事前に行政区長が集まって相談し，区長が話を各区に持ち帰って，参加

するかどうかを決めている。既に 2 割程度の区は，住民の高齢等の理由で村祭りに取り組

めなくなっており，村祭りがなくなる状態にさしかかろうとしている。なお，米里地区は，

明治期の合併前から「米里村」として存在していた。

なお，奥州市には，市主導の地域住民組織である地区振興会等が市内に 30 程度あり，

米里地区では米里振興会が活動を行っている。同振興会のメンバーは，12 の行政区の区長

と専門部（体育，保健衛生，交通安全）の部長で構成されている。しかし，同振興会と鳴

瀬振興組合との接点は現時点ではほとんどない。

米里地区には，人首
ひとかべ

小学校（児童数 34 名）と木
き

細工
ざ い く

小学校（9 名）の 2 校がある。両校

の統廃合話はあるが，学校間の距離が 8～9 ㎞も離れているため，現実的には統合は難し

いという。木細工小学校は小規模な学校だが，教育水準の高さが評価されており，作文，

詩歌の分野では全国的な有名校である。同校は文部科学大臣賞を何度か受賞したこともあ

り，県内の研究校にもたびたびなっている。

両小学校にはそれぞれ PTA があるが，米里地区には両小学校をベースに教育振興会とい

う PTA の上部組織にあたる組織がある。PTA 会長は，会長を辞めた後に教育振興会長に

なるのが通例であるという。教育振興会長は市の教育振興会に地区代表として出席してい

る。教育振興会の役割は，小学生の教育に関する地域の要望を取りまとめて，市に意見を

提出することである。具体的には，各集落の子供会単位で地域を巡回し，危険な箇所や要

望等を聞き，市に意見提出をしている。

この他，米里地区には老人クラブ，消防団組織，JA 女性部，地域の婦人会，敬神婦人

会（神社の婦人会），食改善グループなどがある。地域の役職には様々なものがあるが，特

定の人たちが何役もこなさなければならないという。 

（２） 組織立ち上げの経緯

当地区では，2000 年の中山間地域等直接支払制度の開始とともに，地区内の 24 集落そ

れぞれで協定を締結し，活動を始めた。しかし，第 2 期（2005〜09 年）への移行に際し，

各集落では誰が先頭に立って活動をするか苦慮していた。そこで，地区内の 13 集落の協

定を統合し，活動を一括して進めていくことになり，2005 年に鳴瀬振興組合（以下，「振

興組合」と略称）が設立された。

 振興組合の事務局長は元農協職員であり，当時は農協支所長として当地区に勤務してい

た。事務局長は地区の出身者でもあり，第 1 期には 2 集落の事務局長を務めていた。当人

は組合設立時から事務局長を務めており，13 集落への声がけや設立準備等で尽力した。 
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（３） 組織概要と主な取組

１） 鳴瀬振興組合

鳴瀬振興組合は，中山間直接支払制度に関する事業を実施するための組織として 2005
年に立ち上げられた。「鳴瀬」とは，当地を流れる人首川を，地元住民は鳴瀬川と呼んでい

ることにちなむ(1)。

振興組合には，営利事業に取り組む部署として，担い手専門部（鳴瀬営農組合）と産直

専門部（米里産直）の二つの専門部が設立時に設置された。後に別組織となるが，三つの

組織が一体的に活動を進めてきた。三つの組織は，統一役員制をとり，組合長，事務局長

は，それぞれ 3 組織の長を務める（第 5－1図）。 
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振興組合の事務局長は元農協職員であり，当時は農協支所長として当地区に勤務してい
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鳴瀬振興組合
会員数275名（正会員／232名、准会員／43名）

事業 1 中山間地域等直接支払制度事業
2 農用地の利用調整
3 農業機械施設の共同設置共同利用
4 地域農業振興

運営 代議員制、19班（団地）体制
役員 組合長、副組合長2名、事務局長

理事16名、監事2名

事業 1 多面的機能制度事業
①農地維持活動
②資源向上［共同活動］

2 目的達成に必要な事業
運営 代議員制、19班（団地）体制
役員 鳴瀬振興組合と兼務

（鳴瀬振興組合担い手専門部）

鳴瀬営農組合
事業 1 農作業受託事業

2 農産物受託販売事業
3 主要資材の取り扱い
4 機械施設の共同利用
5 経営安定対策事業等

運営 代議員制、4班体制（農地サポート班を含む）
役員 組合長、副組合長3名（内事務局長1名）、理事10名、

監事2名

事業 1 米里産直の管理運営
2 外部販売
3 目的達成に必要な事項

運営 鳴瀬振興組合の選任した運営委員4名が当る
役員 代表、事務局長、委員2名、参与2名

農産物加工グループ
江刺清流米研究会・江刺清流米販売会

（鳴瀬振興組合産直専門部）

米里産直

鳴瀬振興組合活動組織
会員数275名（正会員／232名、准会員／43名）

第 5－1 図 鳴瀬振興組合の組織図 

資料：鳴瀬振興組合資料より筆者作成． 

振興組合に参加する集落は，当初は 13 集落だったが，現時点では 19 集落である。19
集落の代表が集まって物事を決める「代議員制」をとっている。代議員は，会員 5～10 名
に 1 名を割り当て，団地会議（各集落の話し合い）で選出し，うち 1 名が団地代表（集落

の代表）になる。19 の団地代表が理事を務め，学識経験理事（事務局長が兼務），監事，

参与を加え，役員は 25 名体制である。年に 5～6 回の役員会と年 1 回の総会を実施してい

る。代議員制のため，組合員への活動内容の周知は「鳴瀬振興組合だより」，「米里産直だ

より」を発行して行っている。振興組合の役員報酬は，組合長 年 7 万円，事務局長 年

5 万円である。これとは別に，事務局長は事務費を受給する（週 5 日，1 日 4 時間(2)，時

給 1,200 円）。 
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振興組合の正組合員（正会員と呼ばれる）は，中山間直接支払制度の協定参加者のみで，

232 名である。米里地区の戸数は，約 480 戸，うち農家は約 350 戸であり，農家戸数の約

6 割を組合でカバーしている。また，地区住民の約半数が組合に会員として加わっている

ことになる。会員は 1 戸から 1 名ずつ出ており，家族は会員扱いとなる。産直には家族の

名前で出荷することも認めている。ただし，代金振り込みは同一口座としている。

また，振興組合では，組合の目的に賛同する者を准組合員（准会員と呼ばれる）として

受け入れている。准会員は，産直事業に参加する者や，河川・道路清掃に参加する者がい

る。准会員には清掃活動の案内の通知や日当・賃金を支払う。准会員には地区外の者もお

り，産直出荷希望者が主である。准会員は 43 名おり，これまでに若干の増減はあった。 
准会員は組合に対しての議決権及び財産に係る権利を有しない（規約第 6 条）。なお，

正組合員が脱退する際は，持分財産に関する権利を放棄することになっている（規約第 8
条）。規約上は出資金や会費を求められるが，現時点では，正会員，准会員ともに出資金や

会費は求めていない。

振興組合の活動は，その先進性からこれまで何度も行政等から表彰され，その度に新た

な取組を行ってきた。2015 年度には「豊かなむらづくり全国表彰事業 農林水産大臣賞」

を受賞し，2016 年度には「奥州市市勢功労賞」を受賞している。しかし，組合員の高齢化

によって，今後はこれまでどおり活動することが困難になってきており，後述するように

事業の見直しも検討されている。

なお，多面的機能支払制度に関しては，別に活動組織をつくり対応している。制度への

参加に際し，奥州市とも相談して，中山間直接支払制度の人数，面積に合わせ，振興組合

等と共通役員制をとり，一体的に取り組むことにした。2014 年から開始しており，現時点

では 3 年目になる。 
県からの支援として，2016 年度「いわて中山間地域いきいき暮らし活動支援事業（県事

業，補助率 1／2 以内，補助上限 75 万円）」を利用し，貯蔵庫を導入している（第 4 章参

照）。

２） 中山間直接支払制度と多面的機能支払制度の活動

当地区では 19 集落で協定を締結し，協定面積 164ha（急傾斜 122ha，緩傾斜 42ha），
交付金総額 3,130 万円（2015 年度）であり，超急傾斜加算（超急傾斜地におけるかぼちゃ

栽培）もある。交付金の使途は，個人 35％，共同活動 65％（団地別 25％，全体及び事務

費 40％）となっており，超急傾斜加算分は農地保全と販売促進に活用している。 
これまでの活動では，自分たちにとって必要なことを制度に沿って堅実に実施しており，

例えば助成要件が二つであれば，助成要件にはならない取組は行わない，ということでは

なく，助成要件には関係なく，必要なことは実施するというスタンスでやってきている。

子どもたちに地域の自然や環境を学んでほしいという思いから，2007 年から稚魚放流に

取り組んできた。学校長の協力によって実現し，その後，校長が交代しても続いている。

また，東京方面への産直や消費地との交流にも取り組んでいる。2009 年から，地元出身
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によって，今後はこれまでどおり活動することが困難になってきており，後述するように

事業の見直しも検討されている。

なお，多面的機能支払制度に関しては，別に活動組織をつくり対応している。制度への

参加に際し，奥州市とも相談して，中山間直接支払制度の人数，面積に合わせ，振興組合

等と共通役員制をとり，一体的に取り組むことにした。2014 年から開始しており，現時点

では 3 年目になる。

県からの支援として，2016 年度「いわて中山間地域いきいき暮らし活動支援事業（県事

業，補助率 1／2 以内，補助上限 75 万円）」を利用し，貯蔵庫を導入している（第 4 章参

照）。

２） 中山間直接支払制度と多面的機能支払制度の活動

当地区では 19 集落で協定を締結し，協定面積 164ha（急傾斜 122ha，緩傾斜 42ha），
交付金総額 3,130 万円（2015 年度）であり，超急傾斜加算（超急傾斜地におけるかぼちゃ

栽培）もある。交付金の使途は，個人 35％，共同活動 65％（団地別 25％，全体及び事務

費 40％）となっており，超急傾斜加算分は農地保全と販売促進に活用している。

これまでの活動では，自分たちにとって必要なことを制度に沿って堅実に実施しており，

例えば助成要件が二つであれば，助成要件にはならない取組は行わない，ということでは

なく，助成要件には関係なく，必要なことは実施するというスタンスでやってきている。

子どもたちに地域の自然や環境を学んでほしいという思いから，2007 年から稚魚放流に

取り組んできた。学校長の協力によって実現し，その後，校長が交代しても続いている。

また，東京方面への産直や消費地との交流にも取り組んでいる。2009 年から，地元出身

者の会である「首都圏鳴瀬会」等との交流を開始し，以降，毎年実施している。組合長の

親戚などを頼って販売したこともある。中山間制度発足当初は，消費者との交流は要件に

なかったが，最近は必要になってきている。

前節（2）で述べたとおり，2 期目に入る際に 13 集落で協定を統合した。その経緯は以

下である。現事務局長は当地区の出身者で，元農協職員であり，第 1 期に地区内の二つの

集落の事務局長を務めていた。第 2 期対策に切り替わる時期になり，各集落では誰が先に

立ってやるかで困っていたが，当時農協支所長を務めていた現事務局長が，皆でまとめて

やろうと声掛けをして，13 協定を統合し，鳴瀬振興組合として 2 期目がスタートした。 
それから 2 年間，支所長を務めるかたわら，振興組合の事務局長を兼務し，組織強化に

尽力した。1 期では各集落のリーダーはボランティアで役を務めたが，2 期目からは賃金

を支払うことにし，また，研修会実施の資金もねん出した。3 年目に農協を早期退職し，

専任の事務局長になり，同時に振興組合の理事に就任した。

協定面積 164ha のうち，耕地面積（水張り面積）は約 120ha である。このうち，34ha
を営農組合が受託し（約 3 分の 1），69ha は認定農業者をはじめ，個人で栽培管理してい

る（2016 年度実績）。不作付地を解消するために振興組合で作付けを誘導してきたところ，

営農組合に頼むから作ってほしいという要望が出てきて，営農組合の受託面積が増加した

経緯がある。近年は認定農業者が手一杯で受けられなくなり，引受先がないため，営農組

合に頼むスピードが上がってきている。

耕地面積 120ha のうち，残りの約 17ha（その他）は自己保全地として草刈管理がされ

ている。このうち 7ha は団地または個人で管理し，10ha は営農組合の農地サポート班が

管理をしている。自己保全地の中には，集落での管理が行き届かず協定面積からの除外を

検討している農地が含まれる。集落単独では農地の管理ができなくなっており，19 集落中， 

15 集落ではやれなくなっている。そのため農地サポート班の管理面積が年々増えている。 
これまで組合では 164ha の協定面積を極力減らさずに地域の農地を保全するというの

が基本方針だったが，今後の事業見直しでは，管理が難しい農地は無理せず協定面積から

外す方向で検討中である。中山間地域直接支払制度の変更により，事業途中でも中間年で

協定面積の見直しができるようになったので，そこに合わせて変更をする(3)。今回見直し

をしたら，今後 5 か年は見直しを行わず固定するというのが組合の方針である。2017 年 5
月の通常総会で事業見直しが決定し，18 年 2 月には削減対象面積が決定する予定である。 

多面的機能支払制度に関しては，先述のとおり，中山間直接支払制度にあわせて活動組

織をつくり対応している。活動では，老人クラブと連携して花壇の設置を行っている。当

制度のスタート時に景観形成を行うことになり，老人クラブの協力を得て進めることに

なった。老人クラブでは何か活動をして，それをつてに懇親（お茶会など）している。

また，多面的機能支払制度の事業要件の一つに「地域住民等との交流会の開催(4)」が加

えられたことを機に，2014 年から年に 1 度，盆の 8 月 14 日に「鳴瀬ふれあい交流会」を

実施している。以前，米里地区で毎年開催されていた盆踊りが 2012 年で中止となり，こ

れに替わる催事として，13 年に振興組合の主催で米里産直ビアガーデンが開催されたが，
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これを引き継ぐ形で 14 年から交流会が実施されることになった。交流会では飲食（ビア

ガーデン）や花火等が楽しめ，誰でも参加することができる。また，事前申し込みで，1,000
円分の食事券が無料で配布される。2017 年の交流会への参加者は 91 名で，会員が 72 名，

員外が 19 名であった。員外には盆に帰省した人も含まれており，地域外との交流の場と

もなっている。地域のにぎわいを生み出すイベントとして参加者からは好評であるが，会

の運営に係る労力負担の問題でこれ以上の規模拡大は難しく，現状の規模を上限に継続す

る意向である。 

３） 米里産直

 地区内に直売所「米里産直」を設置し，農産物，加工品の販売を行っている。米里産直

での販売以外に外販も実施している。2015 年度売上高は，約 2,300 万円である。外販先は，

ホーマック水沢店（産直組合として供給），イオン金ケ崎店，ホーマック北上藤沢店，盛岡

クロステラス，イオンモール盛岡（以上，産直会として供給）である。また，宅配（ふる

さと宅急便）も実施している。なお，イオンの直売は「賢治の土」という組織が運営して

いるもので，これに産直会として参加している。

外販については，米里産直で集荷し，産直の担当者が一括して各外販先に配送している。

前述のように，産直部門では地域外の農家が准会員として農産物等を出荷する例もある（6
名程度）。地区外の会員の中には，米里産直には出荷せずに外販先のみに出荷する者もいる。 

産直事業には女性加工グループが存在し，12 名で活動している。メンバーは固定ではな

く，この 10 年で 1／3 程度入れ替わった。 
なお，先述の事業見直しでは産直事業の見直しも検討され，経費節減のため，営業時間

短縮と外販搬送の縮小が決定された。

４） 鳴瀬営農組合

鳴瀬営農組合は，現時点では任意組織である。農作業受託，米穀受託販売，資材供給（春

肥）が主な事業である。経営所得安定対策交付金を受給している。

農作業受託面積は 34.1ha で，内訳は飼料作物 29.1ha，そば 3.7ha，野菜（かぼちゃ）

1.3ha であり，これらとは別に約 10ha の農地等の保全管理（草刈）をしている（2016 年

度実績）。
が く まざ わ

営農組合では三つの班（鳴瀬西部班，学間沢班，木細工班）が各地域を担当し，それら

全体をカバーするのが農地サポート班である。農地サポート班は 50～60 歳代 6 名で構成

され，耕起，播種から草刈りまでを担当する。機械はトラクター2 台のほか，管理機，肩

掛け草刈機数台を営農組合で所有している。現状では，外部委託や個人の機械も用いるこ

とで間に合う状態であるが，今後は組合として機械装備を増やしていくことも検討してい

る。なお，そばの基幹作業は外部に委託している。

組合で受託販売する米 5,000 袋のうち，96％は農協出荷し，一部 200 袋を直売（一部コ

シヒカリ）している。直売分も，1 袋 308 円（施設料 300 円，検査料 8 円）を農協に支払っ
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ている。米はすべて組合名義で販売している。

資材については，春肥のみを供給している。以前は，種子，苗から肥料まで組合で供給

したこともあるが，組合としてメリットの少ないものは削減した。春肥は農協からメーカー

直送価格で仕入れており，実際には大きなメリットはないが，農協との関係を保つために

取引を継続している(5)。

営農組合では耕畜連携を実施しており，転作田を牧草地にしているが，畜産の経営規模

縮小，畜産農家数の減少とともに供給バランスが崩れる危険性がある。それを見越して，

近年はそば，かぼちゃ等の生産にも取り組んできた。

カボチャは不耕起地の掘り起こしとして始め，牧草，そばに代わるものとして選択した。

2015 年から栽培を開始し，超急傾斜加算の対象になった。超急傾斜加算でのかぼちゃ栽培

は全国でも他に例がなく，1 年目の取組が終わった後に，農林水産省の中山間直接支払制

度の担当班長が視察に訪れ，その後すぐに農林振興課長が視察に訪れている。

組合の経営は，帳簿上の収支差引は 0 円であり，組合員には 10a 当たり 9,000 円の分配

金が支払われている。

営農組合の法人化は現在検討中である。法人化計画を進めることが前提条件である，農

地集積加算金を受給しており，組合員もいずれ法人化は必要という認識を示している。な

お，帳簿上，組合の収支は若干プラス部分もあるが，数字に表れない費用（計上されてい

ない事務費等）も考慮して検討する必要があり，当面は任意組織のままで経営を継続する

意向である。

他方，先述したとおり，地域内で管理できない農地を営農組合に委託するケースが徐々

に増えてきており，今後は農地サポート班の機動力を高めて対応していく方針である。 

（４） 今後の課題と展望
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これを引き継ぐ形で 14 年から交流会が実施されることになった。交流会では飲食（ビア

ガーデン）や花火等が楽しめ，誰でも参加することができる。また，事前申し込みで，1,000
円分の食事券が無料で配布される。2017 年の交流会への参加者は 91 名で，会員が 72 名，

員外が 19 名であった。員外には盆に帰省した人も含まれており，地域外との交流の場と

もなっている。地域のにぎわいを生み出すイベントとして参加者からは好評であるが，会

の運営に係る労力負担の問題でこれ以上の規模拡大は難しく，現状の規模を上限に継続す

る意向である。

３） 米里産直

地区内に直売所「米里産直」を設置し，農産物，加工品の販売を行っている。米里産直

での販売以外に外販も実施している。2015 年度売上高は，約 2,300 万円である。外販先は，

ホーマック水沢店（産直組合として供給），イオン金ケ崎店，ホーマック北上藤沢店，盛岡

クロステラス，イオンモール盛岡（以上，産直会として供給）である。また，宅配（ふる

さと宅急便）も実施している。なお，イオンの直売は「賢治の土」という組織が運営して

いるもので，これに産直会として参加している。

外販については，米里産直で集荷し，産直の担当者が一括して各外販先に配送している。

前述のように，産直部門では地域外の農家が准会員として農産物等を出荷する例もある（6
名程度）。地区外の会員の中には，米里産直には出荷せずに外販先のみに出荷する者もいる。

産直事業には女性加工グループが存在し，12 名で活動している。メンバーは固定ではな

く，この 10 年で 1／3 程度入れ替わった。

なお，先述の事業見直しでは産直事業の見直しも検討され，経費節減のため，営業時間

短縮と外販搬送の縮小が決定された。

４） 鳴瀬営農組合

鳴瀬営農組合は，現時点では任意組織である。農作業受託，米穀受託販売，資材供給（春

肥）が主な事業である。経営所得安定対策交付金を受給している。

農作業受託面積は 34.1ha で，内訳は飼料作物 29.1ha，そば 3.7ha，野菜（かぼちゃ）

1.3ha であり，これらとは別に約 10ha の農地等の保全管理（草刈）をしている（2016 年

度実績）。

営農組合では三つの班（鳴瀬西部班，学間沢
が く まざ わ

班，木細工班）が各地域を担当し，それら

全体をカバーするのが農地サポート班である。農地サポート班は 50～60 歳代 6 名で構成

され，耕起，播種から草刈りまでを担当する。機械はトラクター2 台のほか，管理機，肩

掛け草刈機数台を営農組合で所有している。現状では，外部委託や個人の機械も用いるこ

とで間に合う状態であるが，今後は組合として機械装備を増やしていくことも検討してい

る。なお，そばの基幹作業は外部に委託している。

組合で受託販売する米 5,000 袋のうち，96％は農協出荷し，一部 200 袋を直売（一部コ

シヒカリ）している。直売分も，1 袋 308 円（施設料 300 円，検査料 8 円）を農協に支払っ

振興組合が抱える今後の課題は，第 1 に，組合員の高齢化である。高齢化により年々管

理が難しい農地が出てきている。個人で管理ができない農地は営農組合によって管理して

いるものもあるが，受け入れ量には限界があり，管理農地の見直しも検討されている。ま

た，組織を中心的に担う役員，団地代表，代議員ともに高齢化している。

第 2 に，組織の後継者問題である。前述のように役員，団地代表，代議員の高齢化が進

行するにもかかわらず，後継者が育っていない。事務局長は 12 年間務めてきたが，いま

だに後を任せられる人材はいない。これまでにも後継者養成の取組をしたが，成功してい

ない。2017 年 3 月で役員改選であるが，再任の可能性が高い。後継者問題は，当面，事

業見直しによるスリム化で役員等の負担を軽減してしのぐ予定である。

第 3 に，農業の担い手問題である。地区内に U ターン（定年帰農含む），I ターンした

者はいるが，組合の戦力にはなっていない。U ターンでは，今年度 1 年間，サポート班に

66 歳の定年帰農者を 1 名入れたが，期待どおりの働きではなかった。一度都会に出て戻り，

農業をやっている 30 歳前後の者も数名いるが，自身の経営が大変で，組合活動に参加し
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てこない。I ターンでは，この地区に入った者がここ 30 年くらいで 15 軒前後あり，この

うち 8 割が農業をやっている。皆，自身の経営のことで手一杯だが，なかには野菜農家と

して産直の主要メンバーになっている者もいる(6)。なお，I ターンの受け入れや空き家調査

について，振興組合で実施する予定はなく，組合が取り組むべき事業とは捉えていない。

第 4 に，住民の意識の変化である。事務局長によれば，特に 30 歳代より若い人たちは，

農地保全の意識がかなり低下しており，自分の代では農業はやらない，農地に手もかけな

い，という考えとのことである。こうした若い住民に農業や農地保全への関心を持たせる

ことが今後の課題となっている。

以上のように，鳴瀬振興組合は，中山間直接支払制度をもとに 19 集落という広域で組

合を組織し，多面的機能支払制度もあわせて交付金をうまく活用しながら農地保全と生産

振興，農産物直売，交流事業を実施してきた。しかし，会員の高齢化により，事業見直し

の時期にきており，今後ますます事業量の拡大が予想される営農組合の体制強化が必要で

ある。同時に，振興組合の活動に会員のみならず会員外の住民も呼び込み，地域全体で資

源管理を行うことが今後必要になろう。そのためにも，まずは住民の組合活動への参画を

促す仕掛けとして，既に実施されている交流会の開催や農業以外の生活，福祉分野への事

業展開が挙げられる。振興組合単独での実施が難しい場合は，行政区や米里振興会，農協

などとの連携のもとで実施することが検討されてもよい。 

（平口嘉典）

３． 本寺地区地域づくり推進協議会 

（１） 地域概要

一関市厳美町の本寺地区は市中心部から約 16km，車で 20 分程度のところに位置する。

地区の南側を磐井川が流れており，川沿いに約 9km 下ると，風光明媚な観光地で知られ

る厳美渓がある。

 本稿で対象にする本寺地区地域づくり推進協議会は，本寺地区を範域としており，三つ

の行政区で構成される（第 5－1 表）。地区には 3 集落（本寺，駒形，若井原）が存在する

が，行政区の範囲とは完全には一致しない。地区の総戸数は 107 戸，人口は 312 人である。 

8，9 区の 60 歳以上人口割合は 53％，単身独居戸数は半分程度に達しており，高齢化・人

口減少が進行している。
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第 5－1表 各行政区の人口構成（2016年 3月時点） 

単位：戸，人 

総戸数 人口 年齢構成 単身，独居戸数 

8 区（本寺） 34 102 60 歳以上人口割合：53％ 17 

9 区（本寺，駒形） 32 97 14 

10 区（若井原） 41 113 年齢構成は 8，9 区と大差ない n.a.

資料：ヒアリングによる. 

 対象地域の地域区分はやや複雑であるが，第 5－2図のように整理される。当地域では，

「本寺」という名称が大小二つの範域に用いられている。大きな範域は「本寺地域」，小さ

な範域は「本寺地区」とされ，地元民の間では，前者を「ラージ本寺」，後者を「スモール

本寺」と呼ばれることもある。以下，地元民の呼称を用いて説明する。 

ラージ本寺は，八つの行政区で構成される。それらは 8，9，10 区（スモール本寺），14，

15，16，17，18 区（小猪岡
こ い のお か

，瑞山
みずやま

）である。本寺小学校，本寺中学校の校区は，ラージ

本寺の範域と同じである。かつてはラージ本寺の範域に，本寺小学校，小猪岡小学校，瑞

山小学校の 3 校が存在したが，1923 年（大正 12 年）に本寺尋常高等小学校に統合され，

本寺小学校へと移行している。なお，本寺小学校は 2017 年度で閉校し，厳美小学校に統

合される予定とのことである。

本寺，小猪岡，瑞山の 3 地区は，古くは藩政の頃からまとまりがあるという。3 地区は

地理的に磐井川で分断されているため，かつては行き来が少なくそれぞれの地域性をもっ

て発展してきたが，明治以降，橋が架かったことで 3 地区がラージ本寺にまとまったとさ

れる。各地区のまとまりは，当地域では「部落根性」と呼ばれており，地区同士が切磋琢

磨する良さがある半面，自分の地区のことしかやらない面もあるという。これまで 3 地区

はそれぞれ独立性を保ちながら，互いに連帯をとって歩んできたのである。
いつくし
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てこない。I ターンでは，この地区に入った者がここ 30 年くらいで 15 軒前後あり，この

うち 8 割が農業をやっている。皆，自身の経営のことで手一杯だが，なかには野菜農家と

して産直の主要メンバーになっている者もいる(6)。なお，I ターンの受け入れや空き家調査

について，振興組合で実施する予定はなく，組合が取り組むべき事業とは捉えていない。

第 4 に，住民の意識の変化である。事務局長によれば，特に 30 歳代より若い人たちは，

農地保全の意識がかなり低下しており，自分の代では農業はやらない，農地に手もかけな

い，という考えとのことである。こうした若い住民に農業や農地保全への関心を持たせる

ことが今後の課題となっている。

以上のように，鳴瀬振興組合は，中山間直接支払制度をもとに 19 集落という広域で組

合を組織し，多面的機能支払制度もあわせて交付金をうまく活用しながら農地保全と生産

振興，農産物直売，交流事業を実施してきた。しかし，会員の高齢化により，事業見直し

の時期にきており，今後ますます事業量の拡大が予想される営農組合の体制強化が必要で

ある。同時に，振興組合の活動に会員のみならず会員外の住民も呼び込み，地域全体で資

源管理を行うことが今後必要になろう。そのためにも，まずは住民の組合活動への参画を

促す仕掛けとして，既に実施されている交流会の開催や農業以外の生活，福祉分野への事

業展開が挙げられる。振興組合単独での実施が難しい場合は，行政区や米里振興会，農協

などとの連携のもとで実施することが検討されてもよい。

（平口嘉典）

３． 本寺地区地域づくり推進協議会

（１） 地域概要

一関市厳美町の本寺地区は市中心部から約 16km，車で 20 分程度のところに位置する。

地区の南側を磐井川が流れており，川沿いに約 9km 下ると，風光明媚な観光地で知られ

る厳美渓がある。

本稿で対象にする本寺地区地域づくり推進協議会は，本寺地区を範域としており，三つ

の行政区で構成される（第 5－1表）。地区には 3 集落（本寺，駒形，若井原）が存在する

が，行政区の範囲とは完全には一致しない。地区の総戸数は 107 戸，人口は 312 人である。

8，9 区の 60 歳以上人口割合は 53％，単身独居戸数は半分程度に達しており，高齢化・人

口減少が進行している。

ラージ本寺を含む旧厳美村は，1889 年（明治 22 年）に旧五串村と旧猪岡村が合併して

誕生した。旧五串村は現行政区 1～10 区，旧猪岡村は 11～18 区を範域とし，磐井川の北

側に旧五串村，南側に旧猪岡村があり，川で分断されていた。各旧村で寺が違うなど文化

の違いがある。1955 年に旧厳美村は一関市と合併し，一関市厳美町となっている。 
地域の 1 戸当たり平均耕地面積は 1.2ha 程度であり，2 部落（本寺，駒形）で専業農家

は１戸のみである。当地方は 1980～81 年の大冷害で被害を受け，これを契機に米から牛，

キノコ，花に転換し，生産が盛んになった。
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小学校

区 
本寺地域（ラージ本寺）…本寺小学校区，本寺中学校区 
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厳美 

1～7 区 
8 区 9 区 10 区 14～18 区 11～13 区 

集落 
本寺 本寺，駒形 

 

若井原 

藩政村 
旧五串村 

（1889 年に猪岡村と合併） 

旧猪岡村 

（1889 年に五串村と合併） 

明治 

行政村 

旧厳美村 

（1955 年に一関市と合併，現一関市厳美町） 

第 5－2図 対象地域の地域区分 
資料：一関市ホームページ及びヒアリングによる． 

当地区の行政区では，行政区長，農家組合長，共済組合長が地域の世話をする 3 役であ

る。農家組合は行政区と同じ範囲で組織される。農家組合長は農家の世話役である。自治

会は行政区と同じ扱いであり，別組織を設けていない。

当地区は中山間地域等直接支払の対象になっており，本寺と駒形は 2 集落で一つの集落

協定を締結し，若井原は単独で締結している。また，多面的機能支払の活動組織も別に存

在しているが，役員はほぼ同じメンバーが兼務している。

 当地区にはここで触れたもの以外にも，例えば営農組合，婦人会，青年部等，様々な組

織が存在しており，地域住民は様々な組織に属している。

地域活動では，本寺地区の祭りとして，駒形根神社の例大祭が春（3 月 17 日）と秋（9
月 17 日）の年 2 回行われている。かつては祭りのときに神楽が奉納されたが，今はされ

ていない（神楽の活動自体は有り）。なお，ラージ本寺の 3 地区にはそれぞれ神社があり，

当地区同様，祭が行われている。その他の地域活動としては運動会があり，体育協会の本

寺支部主催で「地区民大運動会」が 9 月の第 1 日曜日に開催されている。 
地区内の主要施設は，郵便局（本寺郵便局），本寺小学校，本寺中学校と骨寺荘園交流館

である。以前，旧一関農協時代にラージ本寺の範囲で本寺支店があったが，その後 JA い

わて平泉の厳美支店に一本化され，既に地域内には支店はない。また，市営の本寺診療所

があったが，受診者の減少により閉所したため，住民は一関の市街地まで通院しなければ

ならない。その他，駐在所，県南バスの中継所が地区内にあったが，既に廃止された。

（２） 組織立ち上げの経緯と現在までの取組

集落協定 集落協定 

 本寺地区地域づくり推進協議会は，平泉の世界遺産登録と当地区の史跡指定に関連して，

行政主導でつくられた全戸加入の組織である。しかし，そこに地域住民が参画していき，
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第 5－2図 対象地域の地域区分

資料：一関市ホームページ及びヒアリングによる．

当地区の行政区では，行政区長，農家組合長，共済組合長が地域の世話をする 3 役であ

る。農家組合は行政区と同じ範囲で組織される。農家組合長は農家の世話役である。自治

会は行政区と同じ扱いであり，別組織を設けていない。

当地区は中山間地域等直接支払の対象になっており，本寺と駒形は 2 集落で一つの集落

協定を締結し，若井原は単独で締結している。また，多面的機能支払の活動組織も別に存

在しているが，役員はほぼ同じメンバーが兼務している。

当地区にはここで触れたもの以外にも，例えば営農組合，婦人会，青年部等，様々な組

織が存在しており，地域住民は様々な組織に属している。

地域活動では，本寺地区の祭りとして，駒形根神社の例大祭が春（3 月 17 日）と秋（9
月 17 日）の年 2 回行われている。かつては祭りのときに神楽が奉納されたが，今はされ

ていない（神楽の活動自体は有り）。なお，ラージ本寺の 3 地区にはそれぞれ神社があり，

当地区同様，祭が行われている。その他の地域活動としては運動会があり，体育協会の本

寺支部主催で「地区民大運動会」が 9 月の第 1 日曜日に開催されている。

地区内の主要施設は，郵便局（本寺郵便局），本寺小学校，本寺中学校と骨寺荘園交流館

である。以前，旧一関農協時代にラージ本寺の範囲で本寺支店があったが，その後 JA い

わて平泉の厳美支店に一本化され，既に地域内には支店はない。また，市営の本寺診療所

があったが，受診者の減少により閉所したため，住民は一関の市街地まで通院しなければ

ならない。その他，駐在所，県南バスの中継所が地区内にあったが，既に廃止された。

（２） 組織立ち上げの経緯と現在までの取組

本寺地区地域づくり推進協議会は，平泉の世界遺産登録と当地区の史跡指定に関連して，

行政主導でつくられた全戸加入の組織である。しかし，そこに地域住民が参画していき，

集落協定 集落協定

「本寺だが，されど骨寺だ」という気概で地域づくりに取り組んできた。ここでは組織立

ち上げに至った経緯と現在までの取組について述べる（第 5－3表参照）。

昭和 30 年代の基本法農政下での「選択的拡大」の時代に，当地域は高齢者ばかりで疲

弊していたという。住民の間には，よその地域の方が文化は進んでいるという意識があっ

た。豊かな生活を求めて何かをやろうとしても，住民同士がなかなかまとまれなかった。

基盤整備の計画を行政に持ち掛けても，まずは地域で意見をまとめてほしい，と取り合っ

てもらえなかった。

こうした状況を打開し，この地域をどうにか活性化しようと，1995 年に地域の若者 10
数名が集まり話し合いを始めた。当時 25 歳～40 歳代で地域の農業従事青年が中心であり，

このメンバーが，その後の本寺地区地域づくり推進協議会の中心メンバーにもなった。当

地区は市街地から遠く，農業が中心の地域であるため，農業経営の効率を考え，農業所得

と農村生活の向上を目指さなければ，地区の将来展望は描けないというのが当時のメン

バーの問題意識であった。そこで，まず生活基盤を強固にするために，農地の基盤整備実

施を計画した。1996 年に「本寺地区基盤整備事業推進委員会」を立ち上げ，効率的な営農

の推進を目的とした基盤整備の検討を進めた。1996 年頃はウルグアイラウンド対策事業が

利用できる最後の時期であり，これに合わせて住民の合意形成を進め，当初は 90％以上の

住民がこの方針に同意していた。

他方，こうした基盤整備の動きと並行して，一関平泉の世界遺産登録の話が進んでいっ

た。当地区はかつて骨寺村と呼ばれており，中尊寺経蔵別当(7)の所領（荘園）であった。

このため，奥州藤原氏が治めた平泉と当地区が深く関係していたことは地元では昔から伝

えられていた。

1993 年 6 月 9 日に地元有志が「骨寺地区史跡等歴史地理調査に係る陳情書」を市長及

び市議会に提出し，同年 12 月，議会に採択されたことを受け，國學院大学吉田教授によ

る調査が開始され，1998 年までに 7 次にわたり調査が行われた。同時期に東北学院大学

大石直正教授による調査研究も行われた。また，NHK 大河ドラマ「炎立つ」の放映（1993
年 7 月～94 年 3 月）を受け，地域の歴史を見直す機運が高まり，佐藤研氏を会長とする「美

しい本寺推進本部」が設立された。

1995 年，「陸奥国骨寺村絵図」が国指定の重要文化財に指定されて一躍脚光を浴びるこ

とになり，一関市によって東北学院大学大石教授を委員長とする「陸奥国骨寺村調査委員

会」が組織され，調査が進められた。この時点で，大規模区画の基盤整備事業を進めるた

めに測量をする段階まで話が進んでいたが，重要文化財の指定を受けて，1997 年には基盤

整備事業の推進は中止せざるを得なくなった。

1999 年から 3 か年計画で発掘調査が開始され，2000 年には，本寺地区のほ場整備と遺

跡保存について調整を図るため，地元住民，一関市と，農林業や文化財の専門家らによる

検討会を開催する方向で，「骨寺村荘園遺跡整備委員会」が発足した。

2002 年には文化庁より，骨寺村荘園遺跡を平泉の文化遺産に繰り入れるとの方針が示さ

れ，国史跡指定に向けた動きが加速した。同年には岩手大学農学部の広田教授の指導によ
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り，地元を見つめ直すことを目的に本寺地元学が開催された。2003 年には市が国史跡指定

の推進に向け，「骨寺村荘園遺跡調査整備指導委員会」を立ち上げた。 

第 5－3 表 本寺地区の取組年表 

1993 年 「美しい本寺推進本部」が発足，國學院大學の吉田教授に歴史地理学調査を依頼。 

國學院大學，大石直正東北学院大学教授等の調査研究が本格化。 

1995 年 陸奥国骨寺村絵図が国の重要文化財に指定。「陸奥国骨寺村調査委員会」を設置。

2000 年 「中世骨寺村荘園遺跡整備委員会」設置。 

2001 年 「平泉の文化遺産」が世界の遺産の暫定リストに登載。 

2002 年 中世骨寺村荘園遺跡整備委員会から「保全型圃場整備」の答申。 

岩手大学の広田教授の指導により「お宝マップ」作成。 

地元の貴重なお宝を地図に盛り込んでいく作業を通じ，本寺地区の特色や見所を再発見。 

2003 年 骨寺無荘園遺跡が平泉の文化遺産の推薦資産に追加。 

「骨寺村荘園遺跡調査整備指導委員会」を設置。 

2004 年 本寺地区地域づくり推進協議会設置。 

重要文化的景観選定制度の創設，景観法の制定 

2005 年 「骨寺村荘園遺跡」が国の史跡指定。 

専門家から示された景観保全農地整備の原則について地域が了承。 

「お田植体験」「稲刈り体験」スタート。 

2006 年 本寺地区地域づくり推進協議会が重要文化的景観の選定に同意。 

一関市が史跡保存管理計画 文化的景観保存計画・景観計画の策定と景観条例の制定。 

「一関本寺の農村景観」が国の重要文化的景観に選定。 

骨寺村荘園農地整備推進協議会を設立。 

2007 年 骨寺村荘園農地整備推進協議会が，景観保全農地整備の整備方針を了承。 

骨寺村荘園米研究会設置。骨寺村荘園カボチャ研究会設立。 

「骨寺村荘園中尊寺米納め」スタート。 

2008 年 骨寺村荘園遺跡水路等の整備に関する協定締結。 

骨寺村荘園オーナー募集開始。全国初の景観保全農地整備事業スタート。 

「平泉の文化遺産」登録延期。 

2009 年 骨寺村荘園遺跡が構成資産から除外，拡張による登録を目指す。 

骨寺村荘園休憩所「古曲田家」オープン。 

2011 年 骨寺村ガイダンス運営協議会設立。骨寺村荘園交流館「若神子亭」管理棟オープン。 

「平泉の文化遺産」登録決定。 

2012 年 「平泉の文化遺産」への拡張登録へ向け，骨寺村荘園遺跡を含む５資産が暫定リストの記載。 

2013 年 骨寺村荘園交流館「若神子亭」展示棟オープン。 

資料：本寺地区地域づくり推進協議会（2014）『創立 10 周年記念誌 骨寺村の選択』を基に筆者加筆．
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り，地元を見つめ直すことを目的に本寺地元学が開催された。2003 年には市が国史跡指定

の推進に向け，「骨寺村荘園遺跡調査整備指導委員会」を立ち上げた。

第 5－3 表 本寺地区の取組年表

1993 年 「美しい本寺推進本部」が発足，國學院大學の吉田教授に歴史地理学調査を依頼。

國學院大學，大石直正東北学院大学教授等の調査研究が本格化。

1995 年 陸奥国骨寺村絵図が国の重要文化財に指定。「陸奥国骨寺村調査委員会」を設置。

2000 年 「中世骨寺村荘園遺跡整備委員会」設置。

2001 年 「平泉の文化遺産」が世界の遺産の暫定リストに登載。

2002 年 中世骨寺村荘園遺跡整備委員会から「保全型圃場整備」の答申。

岩手大学の広田教授の指導により「お宝マップ」作成。

地元の貴重なお宝を地図に盛り込んでいく作業を通じ，本寺地区の特色や見所を再発見。

2003 年 骨寺無荘園遺跡が平泉の文化遺産の推薦資産に追加。

「骨寺村荘園遺跡調査整備指導委員会」を設置。

2004 年 本寺地区地域づくり推進協議会設置。

重要文化的景観選定制度の創設，景観法の制定

2005 年 「骨寺村荘園遺跡」が国の史跡指定。

専門家から示された景観保全農地整備の原則について地域が了承。

「お田植体験」「稲刈り体験」スタート。

2006 年 本寺地区地域づくり推進協議会が重要文化的景観の選定に同意。

一関市が史跡保存管理計画 文化的景観保存計画・景観計画の策定と景観条例の制定。

「一関本寺の農村景観」が国の重要文化的景観に選定。

骨寺村荘園農地整備推進協議会を設立。

2007 年 骨寺村荘園農地整備推進協議会が，景観保全農地整備の整備方針を了承。

骨寺村荘園米研究会設置。骨寺村荘園カボチャ研究会設立。

「骨寺村荘園中尊寺米納め」スタート。

2008 年 骨寺村荘園遺跡水路等の整備に関する協定締結。

骨寺村荘園オーナー募集開始。全国初の景観保全農地整備事業スタート。

「平泉の文化遺産」登録延期。

2009 年 骨寺村荘園遺跡が構成資産から除外，拡張による登録を目指す。

骨寺村荘園休憩所「古曲田家」オープン。

2011 年 骨寺村ガイダンス運営協議会設立。骨寺村荘園交流館「若神子亭」管理棟オープン。

「平泉の文化遺産」登録決定。

2012 年 「平泉の文化遺産」への拡張登録へ向け，骨寺村荘園遺跡を含む５資産が暫定リストの記載。

2013 年 骨寺村荘園交流館「若神子亭」展示棟オープン。

資料：本寺地区地域づくり推進協議会（2014）『創立 10 周年記念誌 骨寺村の選択』を基に筆者加筆．

このように，地域住民にとっては，重要文化財や世界遺産の話は突如として降り掛かっ

てきたものであり，農業の生産効率性の重視か，あるいは文化遺産の重視のどちらに進む

べきかという非常に難しい選択を迫られた。従来型の基盤整備か，保全型か，その中間か

で議論になった。非効率的な作業が残る保全型を選択しようという住民は少なかったが，

本寺地区地域づくり推進協議会の現会長の佐藤氏らは，先祖が残してくれた骨寺の景観を

保全していく方針を掲げ，地域の合意形成のため数多くの会議や関係機関との協議を行い，

骨寺の進むべき道を選択した。 

こうした動きの中で，地元では荘園遺跡と共存する活力ある地域づくりを進める組織と

して，2004 年 3 月に「本寺地区地域づくり推進協議会」が立ち上げられた。住民の間に

は，従来型の基盤整備を進めようとする意見もあったが，遺跡として保全を進める以上は，

従来型は断念せざるを得ず，代わりに景観保全型でありながら効率性も考慮した，「景観保

全型基盤整備」を行う方向に舵を切ることになった。

ほぼすべての住民から同意を得るまで，現会長らは住民への説得に尽力した。2004 年度

は 1 年に 153 回もの会議を開き，遺跡保存と基盤整備の方針を検討した。その結果，2005
年 3 月，専門家から示された景観保全農地整備の原則を地域が了承し，最終的には，文化

遺産として保存するための保全型を「選択」することになった。また，この選択と同時期

に，「骨寺村荘園遺跡」が国の史跡指定を受けた。

2006～07 年にかけて景観法，文化財保護法に基づく計画策定を行い，景観保全型の基

盤整備の実施に向けて準備が進められたが，ここでもう一つ壁になったのが，伝統的な土

水路を残すか否かであった。土水路は総距離が 23km あるため，その整備をすべて人力で

行うのは大変な作業であった。地域住民は土水路を残さない方向での基盤整備を望んだが，

史跡保全の観点からは認められず，伝統的な土水路の維持管理は行政が責任を持って行う

旨を「活用計画」に明文化することで合意した。とはいえ，土水路を残すとしても地域住

民だけでは負担が大き過ぎて保存が困難であり，地域住民の了承が得られず，事態が暗礁

に乗り上げかけた。

この状況をみて，社団法人岩手県建設業協会支部長（当時）の宇部氏が，協会の地域貢

献の一環で保全活動に参加することを表明し，これに一関市水道工事業協同組合も賛同し

たことで地域住民が土水路の保存に了承し，これら 2 団体と本協議会が 2008 年 3 月に「骨

寺村荘園遺跡水路等の整備に関する協定」を締結する運びとなった。

こうした経緯を経て，2008 年に全国初となる「景観保全農地整備事業」がスタートした。

この財源は，農山漁村活性化プロジェクト交付金を活用し，2008 年～12 年の 5 年間で総

事業費約 16 億円（補助率 100％：国 50％，県 35％，市 15％）が，主に景観保全型農地

整備事業と交流館等施設整備に用いられた。2011 年に骨寺村荘園交流館「若神子亭」管理

棟がオープンし，13 年には同館展示棟がオープンした。なお，2006 年 7 月には，「一関本

寺の農村景観」が全国で 2 番目の重要文化的景観に選定された。
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（３） 組織概要

本寺地区地域づくり推進協議会は，本寺地区の全戸（107 戸）が加入する組織である。

役員は，会長 1 名，副会長 3 名で，副会長には 3 行政区の区長が就任する。年 1 回総会が

あり，全住民の 1 割に当たる 30 名ほどが参加している。 
協議会の収入は，3 行政区からの助成金，発掘調査受託費，米オーナーからの会費の一

部，が主であり，合計 1,000 万円程度である。このうち約 7 割は発掘調査受託費が占める。

会員各戸から直接会費は徴収せず，各行政区から助成金として間接的に徴収しており，年

間約 17 万円の収入になっている。 
協議会には 4 つの部会（地域おこし部会，地域営農部会，景観部会，女性部会）が存在

し（第 5－3図），部会を中心に各種イベントが企画・実施されている。以前は土地改良部

会も存在し，その関連組織で荘園農地整備推進協議会があったが，事業完了を受けて 2012
年に協議会が解散し，土地改良部会も廃止した。各部会は，15～20 名で活動している。仕

事等であまり来られない人も来やすいように，間口を広げて受け入れるように配慮してお

り，その甲斐もあって，最近では活動に参加する住民が増えつつある。また，部会活動に

参加できない住民もイベントの際には参加しており，住民のほぼすべてが何らかの形で協

議会の活動に参加している。

骨寺村荘園農地整備推進協議会

骨寺村荘園カボチャ研究会 骨寺村荘園米研究会 骨寺村ガイダンス運営協議会

地域おこし部会 地域営農部会 土地改良部会 景観部会 女性部会

本寺地区地域づく り 推進協議会

第 5－3 図 組織図 

資料：本寺地区地域づくり推進協議会（2014）『創立 10 周年記念誌 骨寺村の選択』より筆者作成． 

地域おこし部会では，各種イベントの企画立案を行う。春には，小区画水田を活用した

「お田植体験交流会」を実施し，地域内外の米オーナー（後述）による手植え体験を行う。 

2015 年度の交流会には，地元住民も含めて約 200 名が参加した。 
地域営農部会では，米オーナー（後述）の募集を行う。2015 年の秋から，「稲刈り体験

交流会」を実施しており，28 年は約 200 名が参加した。この交流会には，支援団体の岩

手大学のほか，東洋大学，東北芸術工科大学の学生も参加している。本部会のもとで，米
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研究会（18 名）とカボチャ研究会（48 名）が活動している。 
景観部会では，国県市道の草刈り，土水路整備による景観保全活動のほか，「中尊寺米納

め」を担当する。景観部会の活動は多面的機能支払の事業とリンクさせており，取組は景

観部会で行い，経費は多面的機能支払から支出する。地区内の多面的機能支払の活動組織

は，多面的機能保全会と若井原地区資源保全会の 2 組織である。土水路（土側溝）整備は

年 2 回実施している。「中尊寺米納め」は，かつての領主であった中尊寺経蔵へ米を納め

る行事で，毎年 12 月に実施しており，今年（2016 年）で 10 回目になる。例年 80 名ほど

が参加し，地元の中学生や岩手大学の学生も参加する。また，春の彼岸に栗駒山に夕日が

沈むのを見る「夕日を見る会」を実施している。

女性部会では，他の組織と連携して８月中旬に「納涼祭」を実施している。地域内の交

流促進が目的で，盆踊り，屋台，中学生の鳥舞などの出し物を準備している。また，秋に

は「収穫祭」を実施している。地域内外の方との交流を深めるのが目的で，餅と芋の子汁

の振る舞いを行う。「民泊」の受け入れも実施しており，一関市のニューツーリズム協議会

と連携し，中・高校生，大学生を受け入れている。

当協議会は，発掘調査にも協力しており，発掘作業員への賃金支払を市から委託されて

いる。年々事業費が大きくなっており，2016 年度は約 40 万円が事務手数料として協議会

に支払われる予定であり，協議会の収入源の一つになっている。

当協議会とは別の組織として，ガイダンス運営協議会が存在し，骨寺村荘園交流館の指

定管理，レストラン，直売所の運営を行っている。会員は 49 名，うち 17 名程度（ほとん

ど女性）が調理，レジ，事務等の実質的な運営に関わっている。地域づくり推進協議会と

は会計は別である。

協議会では，若い住民（40,50 代）の活動への参加を促すための方法として，納涼祭等

のイベントで反省会をして，そこで色々なことを伝えていくように工夫している。また，

協力団体の大学生と地域住民との交流会にも若い住民を招き入れている。

（４） 主な取組

 ここでは，協議会の主な取組として，オーナー米制度（米研究会），かぼちゃ研究会，土

水路整備，大学との連携について詳述する。 

１） オーナー米制度（米研究会）
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（３） 組織概要

本寺地区地域づくり推進協議会は，本寺地区の全戸（107 戸）が加入する組織である。

役員は，会長 1 名，副会長 3 名で，副会長には 3 行政区の区長が就任する。年 1 回総会が

あり，全住民の 1 割に当たる 30 名ほどが参加している。

協議会の収入は，3 行政区からの助成金，発掘調査受託費，米オーナーからの会費の一

部，が主であり，合計 1,000 万円程度である。このうち約 7 割は発掘調査受託費が占める。

会員各戸から直接会費は徴収せず，各行政区から助成金として間接的に徴収しており，年

間約 17 万円の収入になっている。

協議会には 4 つの部会（地域おこし部会，地域営農部会，景観部会，女性部会）が存在

し（第 5－3図），部会を中心に各種イベントが企画・実施されている。以前は土地改良部

会も存在し，その関連組織で荘園農地整備推進協議会があったが，事業完了を受けて 2012
年に協議会が解散し，土地改良部会も廃止した。各部会は，15～20 名で活動している。仕

事等であまり来られない人も来やすいように，間口を広げて受け入れるように配慮してお

り，その甲斐もあって，最近では活動に参加する住民が増えつつある。また，部会活動に

参加できない住民もイベントの際には参加しており，住民のほぼすべてが何らかの形で協

議会の活動に参加している。

第 5－3 図 組織図

資料：本寺地区地域づくり推進協議会（2014）『創立 10 周年記念誌 骨寺村の選択』より筆者作成．

地域おこし部会では，各種イベントの企画立案を行う。春には，小区画水田を活用した

「お田植体験交流会」を実施し，地域内外の米オーナー（後述）による手植え体験を行う。

2015 年度の交流会には，地元住民も含めて約 200 名が参加した。

地域営農部会では，米オーナー（後述）の募集を行う。2015 年の秋から，「稲刈り体験

交流会」を実施しており，28 年は約 200 名が参加した。この交流会には，支援団体の岩

手大学のほか，東洋大学，東北芸術工科大学の学生も参加している。本部会のもとで，米

骨寺村荘園農地整備推進協議会

骨寺村荘園カボチャ研究会 骨寺村荘園米研究会 骨寺村ガイダンス運営協議会

地域おこし部会 地域営農部会 土地改良部会 景観部会 女性部会

本寺地区地域づく り 推進協議会

オーナー米制度は 2008 年に始められた。1 口 3 万円（2 口目から 2.6 万円）の会費を支

払うと，オーナー特典として自然乾燥の「骨寺村荘園オーナー米」40kg（精米／玄米の選

択可）が年 4 回に分けて宅配される。また，お田植え体験交流会，稲刈り体験交流会等に

無料で参加でき，「骨寺村荘園オーナー御芳名板」に氏名が掲げられる。会費 3 万円の中

には，米代だけでなく，景観の保全や各種交流会の参加費を含んでいるという考えである。

2016 年時点で，米オーナーは 40 名（46 口）である。 
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オーナーの募集は，地域営農部会が行う。オーナー米の生産・販売は米研究会が担って

いる。米研究会の会員数は 18 名，平均年齢 65 歳程度である。 
米の生産方法は，天日干し，減農薬にこだわって栽培している。収穫した米はオーナー

米として利用するほか，「骨寺荘園米（商標登録済）」として販売も行っている。オーナー

米，骨寺荘園米は研究会会員個人の田で生産している。

米研究会には農協も参加し，減農薬栽培，自然栽培等の営農指導や販売面の指導を行っ

ている。当地域は農協出荷が基本で，近年オーナー米等では農協を通さずに販売している

ものの，継続して農協から指導を受けている。また，市農政サイドから首都圏販売への支

援協力を得ている。

２） カボチャ研究会

県独自品種である南部一郎かぼちゃの生産と加工品開発に取り組んでいる。生産，加工

では，県農業改良普及センターからの支援を受けている。生産量は年間 10 トンである。

加工品では，これまでに焼き菓子（マドレーヌ）やカボチャのはっと（「黄金バット」）が

商品化され，骨寺荘園交流館の直売所やレストランで販売されている。加工品開発はガイ

ダンス運営協議会のレストラン班（メンバーは女性部とほぼ一致）が行っている。

南部一郎かぼちゃの販売では，米販売と同様，市農政サイドから首都圏販売への支援協

力を得ている。

３） 土水路整備

土水路は総距離が 23km あり，この管理には多大な労力がかかる。一般的な用水路で行

うような泥上げだけでなく，土水路に繁茂する草の根を切って上げる作業が必要になる。

土水路整備と草刈りは年 2 回実施する。地域住民は全戸参加が原則だが，高齢等の理由

で出て来られない家もあり，地域からは毎回 40～50 名が参加する。地域住民以外に，前

述の「骨寺村荘園遺跡水路等の整備に関する協定」に基づき，水道組合，建設業協会から，

毎回 80 名程度が参加するほか，市役所の管理職会から 20～30 名程度，その他ボランティ

アが数名程度参加する。土水路は地権者管理が基本だが，外部からの強力な支援もあって

維持されている。しかし，40～50 代の若い住民が土水路整備にあまり出て来られないこと

があり，今後も整備を継続していく上での課題となっている。

４） 大学との連携

協議会立ち上げ以前から，岩手大学農学部の広田純一教授が当地域を訪れており，遺跡

保存や地域づくりに関する指導を継続的に受けている。

また，数年前に，東洋大学の菅教授が「農業と観光」をテーマに学生を連れて調査に訪

れ，古民家で一泊し，交流会も行い，以降，年 1 回，田植えか稲刈りの時に学生とともに

来訪している。東北芸術工科大学の入間田宣夫教授も調査の関係で，5,6 年前から度々来

訪している。
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（５） 中山間直接支払制度

当地区では，中山間直接支払制度創設当初から，本寺，駒形，若井原の 3 協定がスター

トした。2 期目から条件緩和があり，緩傾斜も含まれるようになったため，この際に本寺，

駒形の 2 協定は，骨寺荘園団地集落として一本化した。若井原の協定は，地理的に離れて

いるため別のままである。骨寺荘園団地集落は，その後の取組が評価され，2013 年度「岩

手県中山間地域モデル賞」を受賞している。以下，骨寺荘園団地集落の取組をみる。

協定農用地は約 91ha で，うち 3 分の 2（約 60ha）が耕地面積である。協定には，農業

者 72 名，非農業者 5 名のほか，生産組織 2 組織，その他 3 組織が参加している。生産組

織では，本寺地区農家組合と駒形地区農家組合の 2 組織が参加している。また，「その他」

として，景観保全を実施している，PTA，老人クラブ，本寺地区地域づくり推進協議会の

3 組織が参加し，交付金が 10 万円ずつ配分されている。 
3 期対策から体制整備単価 C 要件（集落ぐるみの共同取組活動）を選択し，交付単価の

10 割を受給している。交付金の配分割合は，個人 53％，共同 47％である。当初，50％，

50％で配分していたが，2 期対策からコイン精米機を導入して共同部分が増えたため，共

同部分は 60%以内と総会で決定した。今後は，共同部分が徐々に 100％に近づくと考えて

いる。

本制度の交付金で地域一斉にカメムシ防除を行うため，1 等米割合が 98％である。本寺

では，景観保全がらみの県の特別枠として，10ha 分を転作せずに米を作付けできる。そ

のため交流館周辺の田はほとんど転作田がなくなり，稲が作付けされている。なお，それ

以外の転作田では牧草栽培や保全管理がされている。

（６） 今後の課題と展望

当協議会及び地域の課題は，第 1 に，地域の担い手確保である。当協議会の中心メンバー
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オーナーの募集は，地域営農部会が行う。オーナー米の生産・販売は米研究会が担って

いる。米研究会の会員数は 18 名，平均年齢 65 歳程度である。

米の生産方法は，天日干し，減農薬にこだわって栽培している。収穫した米はオーナー

米として利用するほか，「骨寺荘園米（商標登録済）」として販売も行っている。オーナー

米，骨寺荘園米は研究会会員個人の田で生産している。

米研究会には農協も参加し，減農薬栽培，自然栽培等の営農指導や販売面の指導を行っ

ている。当地域は農協出荷が基本で，近年オーナー米等では農協を通さずに販売している

ものの，継続して農協から指導を受けている。また，市農政サイドから首都圏販売への支

援協力を得ている。

２） カボチャ研究会

県独自品種である南部一郎かぼちゃの生産と加工品開発に取り組んでいる。生産，加工

では，県農業改良普及センターからの支援を受けている。生産量は年間 10 トンである。

加工品では，これまでに焼き菓子（マドレーヌ）やカボチャのはっと（「黄金バット」）が

商品化され，骨寺荘園交流館の直売所やレストランで販売されている。加工品開発はガイ

ダンス運営協議会のレストラン班（メンバーは女性部とほぼ一致）が行っている。

南部一郎かぼちゃの販売では，米販売と同様，市農政サイドから首都圏販売への支援協

力を得ている。

３） 土水路整備

土水路は総距離が 23km あり，この管理には多大な労力がかかる。一般的な用水路で行

うような泥上げだけでなく，土水路に繁茂する草の根を切って上げる作業が必要になる。

土水路整備と草刈りは年 2 回実施する。地域住民は全戸参加が原則だが，高齢等の理由

で出て来られない家もあり，地域からは毎回 40～50 名が参加する。地域住民以外に，前

述の「骨寺村荘園遺跡水路等の整備に関する協定」に基づき，水道組合，建設業協会から，

毎回 80 名程度が参加するほか，市役所の管理職会から 20～30 名程度，その他ボランティ

アが数名程度参加する。土水路は地権者管理が基本だが，外部からの強力な支援もあって

維持されている。しかし，40～50 代の若い住民が土水路整備にあまり出て来られないこと

があり，今後も整備を継続していく上での課題となっている。

４） 大学との連携

協議会立ち上げ以前から，岩手大学農学部の広田純一教授が当地域を訪れており，遺跡

保存や地域づくりに関する指導を継続的に受けている。

また，数年前に，東洋大学の菅教授が「農業と観光」をテーマに学生を連れて調査に訪

れ，古民家で一泊し，交流会も行い，以降，年 1 回，田植えか稲刈りの時に学生とともに

来訪している。東北芸術工科大学の入間田宣夫教授も調査の関係で，5,6 年前から度々来

訪している。

は立ち上げ当時からそのままスライドしており，後継者が少ないのが課題である。

これまでに地域外の人材が定住しそうな案件が 2 件あったが，実現には至らなかった。 

1 名はふるさと協力隊の第 1 号として骨寺に来て，ガイダンス運営協議会が立ち上がる頃

までは地域に住んで活動していたが，その後，他県に嫁いでしまった。もう 1 名は，埼玉

県出身の大学生が骨寺に来ていた関係で一関市役所に就職したが，隣の地区の家に婿に

入った。市では移住定住に取り組んでおり，3 年前から地域おこし協力隊も受け入れてい

る。2017 年 3 月に，地域おこし協力隊のメンバーが骨寺に視察に来る話もある。 
今後は，移住者や若い住民たちが当地域で生活していくための産業の創出が求められて

いる。そのためには，農業の生産性を上げ，地区の 100ha の水田を活用して，外の人の視

点も取り入れた 6 次産業化を今後検討していく考えである。これまでにも地域外との交流

や民泊に取り組んでおり，今後も続ける意向である。取組当初は，料理やスケジュールで

悩むこともあったが，大学生等との交流は新鮮であり，住民に活気が生まれている。
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協議会の活動や地域の活動に若い人たちがあまり出て来られない状況であるが，様々な

工夫をしながら活動に取り込んでいけるように努めている。

第 2 に，地域住民の生活支援である。例年１ｍ程度の積雪があり，特に高齢者を対象と

した雪に対する生活支援の制度が望まれる。除雪サポートの仕組み（半有償）を中山間の

事業の中で行うことも計画されている。

なお，現時点では，地域の高齢者の状況は住民間で把握できており，住民同士の助け合

いや声掛けもみられる。生活面の問題は，今はまだ何とかやれているが，今後対策が必要

になると考えられている。

第 3 に，地域の伝統文化の保存伝承である。当地区では神楽，謡曲が伝承されており，

神楽については地元の中学生に教える機会を設けてきた。伝承活動に関わってきたのが現

協議会会長の佐藤氏であるが，佐藤氏の次の指導者が見つかっていないのが現状である。

神楽が途絶えることがないように，佐藤氏から中学生の頃に教わった現 20～30 代の若い

人たちに，今後の神楽の伝承活動を引き継ぐことも検討されている。

第 4 に，協議会の事務作業の増大である。当協議会では各種補助制度を活用しているが，

それぞれ事務作業量が膨大かつ複雑であり，事務局が手に負えなくなってきている。助成

金額は少額でも良いので，手続がもっと簡単で，例えば加工に取り組む女性たちにとって

も使いやすい事業が望まれている。

今後の組織のあり方について，地域づくり推進協議会の組織変更は考えられていない。

指定管理や各種事業に取り組むガイダンス運営協議会については，現状の任意組織でなく

NPO 法人に変更することも検討し，市内の支援組織（NPO 市民活動センター）への相談

や勉強会を行っている。新組織を立ち上げた際に，旧組織の財産処分で税法上の問題が生

じることも想定されるが，今後，組織の活動がステップアップしていく段階で資金借入れ

の必要性も予想され，法人化は必要であり，今後の検討課題とされている。

 本協議会の取組では，世界遺産に関連する史跡をもとに地域づくり活動を行っており，

農業生産と連動した景観保全活動に，中山間直接支払や多面的機能支払を上手く活用して

いる。また，大学等の外部主体との交流を積極的に行い，景観保全，イベント実施，情報

発信につなげている。今後は，農業生産，地域づくり活動の担い手に若い人材を引き込む

ことが課題である。地域づくり推進協議会，またはガイダンス推進協議会が主体となり，

移住定住を含めた取組を行うことも想定される。

（平口嘉典）
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４．農事組合法人 門崎
かんざき

ファーム

（１） 門崎地区について

１） 地域概要

一関市門崎地区は，一ノ関駅から西へ車で 30 分程度の距離にある。門崎地区は 2005 年

に一関市と合併した旧川崎村の一部であり，1889 年に成立した旧門崎村を範域としている。

1956 年に旧門崎村と旧薄衣
うすぎぬ

村と合併し，旧川崎村が成立したという経緯がある。 
川崎地区は面積が 42.5km2とさほど広くなく，以前から門崎と薄衣では一定の「まとま

り」が保たれてきたという。なお，旧川崎村では地域活動が活発に行われており，地域活

動を担う「川崎まちづくり協議会」も立ち上げられている(8)。

門崎地区の農業集落数は 9集落で，合計すると人口は 1,246 人，高齢化率は 38.4％となっ

ている。なお，各集落の人口は，最小が 97 人，最大が 228 人である。また，高齢化率に

ついては，最低が 30.7％，最高が 46.4％となっている。 
門崎地区には門崎郵便局と JR 大船渡線の陸中門崎駅などもあるが，一関市役所の川崎

支所は薄衣地区にある。また，いわて平泉農協の川崎支店，道の駅，その他の商業施設等

も薄衣地区の国道 284 号線（気仙沼街道）沿いにある。教育機関は，川崎中学校が薄衣地

区にある。小学校については，門崎小学校（1873 年開校）が，2013 年に薄衣小学校（1872
年開校）と統合されて，川崎小学校が薄衣地区に新たに設置されたという経緯がある。

２） 農業

門崎地区の農業は水田作中心であるが，肉用牛の生産なども行われている。2015 年農業

センサスによると，総農家戸数は 163 戸（うち販売農家 75 戸），耕地面積 218ha（水田率

64.2％）となっている。門崎地区は全域が中間農業地域で，2 集落で中山間地域等直接支

払制度による集落協定が締結されている。多面的機能支払の協定組織は門崎と薄衣にそれ

ぞれ一つずつある。

（２） 組合設立に至る経緯

１） 治水工事とほ場整備の実施

門崎では，地区を流れる砂鉄川の氾濫による水害が頻繁に発生していたため，ほ場整備
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協議会の活動や地域の活動に若い人たちがあまり出て来られない状況であるが，様々な

工夫をしながら活動に取り込んでいけるように努めている。

第 2 に，地域住民の生活支援である。例年１ｍ程度の積雪があり，特に高齢者を対象と

した雪に対する生活支援の制度が望まれる。除雪サポートの仕組み（半有償）を中山間の

事業の中で行うことも計画されている。

なお，現時点では，地域の高齢者の状況は住民間で把握できており，住民同士の助け合

いや声掛けもみられる。生活面の問題は，今はまだ何とかやれているが，今後対策が必要

になると考えられている。

第 3 に，地域の伝統文化の保存伝承である。当地区では神楽，謡曲が伝承されており，

神楽については地元の中学生に教える機会を設けてきた。伝承活動に関わってきたのが現

協議会会長の佐藤氏であるが，佐藤氏の次の指導者が見つかっていないのが現状である。

神楽が途絶えることがないように，佐藤氏から中学生の頃に教わった現 20～30 代の若い

人たちに，今後の神楽の伝承活動を引き継ぐことも検討されている。

第 4 に，協議会の事務作業の増大である。当協議会では各種補助制度を活用しているが，

それぞれ事務作業量が膨大かつ複雑であり，事務局が手に負えなくなってきている。助成

金額は少額でも良いので，手続がもっと簡単で，例えば加工に取り組む女性たちにとって

も使いやすい事業が望まれている。

今後の組織のあり方について，地域づくり推進協議会の組織変更は考えられていない。

指定管理や各種事業に取り組むガイダンス運営協議会については，現状の任意組織でなく

NPO 法人に変更することも検討し，市内の支援組織（NPO 市民活動センター）への相談

や勉強会を行っている。新組織を立ち上げた際に，旧組織の財産処分で税法上の問題が生

じることも想定されるが，今後，組織の活動がステップアップしていく段階で資金借入れ

の必要性も予想され，法人化は必要であり，今後の検討課題とされている。

本協議会の取組では，世界遺産に関連する史跡をもとに地域づくり活動を行っており，

農業生産と連動した景観保全活動に，中山間直接支払や多面的機能支払を上手く活用して

いる。また，大学等の外部主体との交流を積極的に行い，景観保全，イベント実施，情報

発信につなげている。今後は，農業生産，地域づくり活動の担い手に若い人材を引き込む

ことが課題である。地域づくり推進協議会，またはガイダンス推進協議会が主体となり，

移住定住を含めた取組を行うことも想定される。

（平口嘉典）

が実施できなかった。1998 年の大水害は甚大な被害をもたらしたが，翌年度から緊急治水

対策事業による大規模な堤防築堤が開始された。この緊急治水対策事業によって抜本的な

治水対策が実現したことを契機とし，2004 年度に門崎地区でほ場整備事業を実施すること

になった(9)。
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２） 土地利用調整組合から集落営農組合へ

ほ場整備の実施を契機として，担い手経営体への農地集積化が必要となり，2007 年に全

戸参加による「門崎地区農地管理組合」を設立し，地区の農地利用調整を開始した。担い

手農家は 5，6 戸あり，当初彼らが中心となった農業法人を新たに立ち上げる予定だった。

しかし，担い手農家間の調整が難航したため，換地完了直前の 2012 年の秋から，農地管

理組合を母体とする地域一体の集落営農組織を設立する方針が新たに打ち出された。この

新たな方針に対しては，数か月間で関係者の合意が成立したという。

３） 地域ビジョンの策定と門崎ファームの設立

2002 年に実施されたほ場整備事業の事前調査で，門崎の水田にはメダカが広く生息して

いることが確認された。岩手大学農学部の広田純一教授がその貴重性を指摘し，調査を継

続するとともに，メダカの生息に配慮した施設の設計を岩手大学が行うことになった。

2009 年に策定された「門崎地区営農ビジョン」では，メダカを「地域の宝」として位置付

け，メダカを地域で保全する方針を決定した(10)。

こうした経緯を経て，2013 年 4 月に「農事組合法人門崎ファーム」が設立され，同年

には換地も完了した。ほ場整備工事では，メダカへの配慮として「メダカ水路」，「メダカ

三角池」，「魚道」を施工した(11)。 

（３） 門崎ファームの概要

１） 組織の概要

農事組合法人「門崎ファーム」の組合員数は 189 名で，設立時から現時点まで変化はな

い。内部組織は，総務部，水稲部，転作部，機械部，営業（イベント）部の 5 部体制であ

る。利用権の設定面積 52.8ha で，基盤整備面積 62.3ha の 84.8％である。残りの基盤整備

済みの農地は各農家の「自己耕作」用とのことである。なお，現時点では，担い手農家に

門崎ファームが作業委託をしているが，将来的には門崎ファームが農機具等を保有する計

画がある。

２） 農業生産

2016 年度の作付面積は主食米 19.7ha，特別栽培米（めだか米）6.1ha，酒米 0.4ha，も

ち米 0.3ha，WCS15.3ha，飼料用米 10.0ha，合計 51.8ha となっている。売上高は 25,306
千円（うち主食米 24,116 千円，飼料用米 1,190 千円），助成金収入は 33,658 千円（うち

飼料米が 15,179 千円，WCS が 16,502 千円）となっている。 
「メダカ水路」がある水田（約 6ha）で生産した特別栽培米を「門崎めだか米」と名付

けて，販売している。門崎ファームのお米は農協のライスセンターで自然乾燥に近い「常

温除湿乾燥」を行っているなどこだわりがある。倉庫では 15～16℃の「準低温倉庫」で保

管するなど品質管理にもやはりこだわりがある。また，メダカ水路のない田んぼで作った
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お米は「ほたる米」と名付けて販売している。

（４） 地域への貢献活動と農商工連携の取組

１） 門崎メダカの学校プロジェクト

門崎ファームでは，「門崎メダカの学校プロジェクト（以下メダカプロジェクトと呼ぶ）」

と題し，地域の子どもたち，高校生（県立千厩高校），岩手大生や地域住民らが参加する農

業体験教育の取組等を行っている。

メダカプロジェクトでは，ビオトープを利用して，田植え（お田植え会），夏休みの体験

ツアー，メダカの観察，秋の収穫祭を実施している。各イベントへの参加者数はばらつき

があるが，総数は 70～100 名くらいで，地域内だけでなく東京からの学生の参加者もいる。 
メダカプロジェクトの費用は，めだか米の売上げの一部を充当しているほか，門崎地区

の多面的機能支払や一関市の市単独事業も利用している。なお，メダカプロジェクトの実

施に際しては，一関東部土地改良区と農協（JA いわて平泉）からの協力も得ている。 

２） 農商工連携の取組

門崎ファームでは，地元で肥育牛を生産し，川崎地区と首都圏で焼肉レストランを出店

する「格之進」と連携している。具体的には，格之進の店舗へめだか米を提供するなどし

ている。この他，一関市の磐乃井酒造と連携し，岩手県が独自開発した酒造好適米の「吟

ぎんが」を生産・提供している。門崎ファームでは酒米の生産と提供にとどまらず，同酒

米を使って製造した日本酒の企画にも関与しており，玄会
く ろ え

というブランド名で販売がされ

ている(12）。なお，これらの取組には，県の農商工連携事業（いわて産業振興センター）や，

いわて農商工連携ファンド地域活性化支援事業を利用しているとのことである。 

（５） 今後の展望と課題
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２） 土地利用調整組合から集落営農組合へ

ほ場整備の実施を契機として，担い手経営体への農地集積化が必要となり，2007 年に全

戸参加による「門崎地区農地管理組合」を設立し，地区の農地利用調整を開始した。担い

手農家は 5，6 戸あり，当初彼らが中心となった農業法人を新たに立ち上げる予定だった。

しかし，担い手農家間の調整が難航したため，換地完了直前の 2012 年の秋から，農地管

理組合を母体とする地域一体の集落営農組織を設立する方針が新たに打ち出された。この

新たな方針に対しては，数か月間で関係者の合意が成立したという。

３） 地域ビジョンの策定と門崎ファームの設立

2002 年に実施されたほ場整備事業の事前調査で，門崎の水田にはメダカが広く生息して

いることが確認された。岩手大学農学部の広田純一教授がその貴重性を指摘し，調査を継

続するとともに，メダカの生息に配慮した施設の設計を岩手大学が行うことになった。

2009 年に策定された「門崎地区営農ビジョン」では，メダカを「地域の宝」として位置付

け，メダカを地域で保全する方針を決定した(10)。

こうした経緯を経て，2013 年 4 月に「農事組合法人門崎ファーム」が設立され，同年

には換地も完了した。ほ場整備工事では，メダカへの配慮として「メダカ水路」，「メダカ

三角池」，「魚道」を施工した(11)。

（３） 門崎ファームの概要

１） 組織の概要

農事組合法人「門崎ファーム」の組合員数は 189 名で，設立時から現時点まで変化はな

い。内部組織は，総務部，水稲部，転作部，機械部，営業（イベント）部の 5 部体制であ

る。利用権の設定面積 52.8ha で，基盤整備面積 62.3ha の 84.8％である。残りの基盤整備

済みの農地は各農家の「自己耕作」用とのことである。なお，現時点では，担い手農家に

門崎ファームが作業委託をしているが，将来的には門崎ファームが農機具等を保有する計

画がある。

２） 農業生産

2016 年度の作付面積は主食米 19.7ha，特別栽培米（めだか米）6.1ha，酒米 0.4ha，も

ち米 0.3ha，WCS15.3ha，飼料用米 10.0ha，合計 51.8ha となっている。売上高は 25,306
千円（うち主食米 24,116 千円，飼料用米 1,190 千円），助成金収入は 33,658 千円（うち

飼料米が 15,179 千円，WCS が 16,502 千円）となっている。

「メダカ水路」がある水田（約 6ha）で生産した特別栽培米を「門崎めだか米」と名付

けて，販売している。門崎ファームのお米は農協のライスセンターで自然乾燥に近い「常

温除湿乾燥」を行っているなどこだわりがある。倉庫では 15～16℃の「準低温倉庫」で保

管するなど品質管理にもやはりこだわりがある。また，メダカ水路のない田んぼで作った

薄衣地区には担い手農家が数戸あるが，将来的には，彼らと門崎ファームが連携するこ

とも考えられる。上述したように川崎地区は決して広いわけではなく，薄衣と門崎では地

域的な結びつきもあるので，営農で連携することは，さほど困難ではないとみている。基

本的には，「まとまりやすい単位」で，徐々に取組を拡大する方針である。

門崎地区の担い手の農業者は 70～80 歳代が中心だが，20 歳代の後継者も１人いる。他

方，門崎地区の基盤整備済み水田以外の条件が不利な農地については，大型機械も導入で

きないので，誰も作業を請け負えない状況にある。中山間地域等直払制度がなければ，営

農維持は難しいとしている。

門崎ファームによる地域貢献活動については，現時点では，メダカ保全の取組を中心と

する教育活動の取組がメインとなっている。なお，旧門崎小学校の跡地利用については，

格之進が体育館をハンバーグの製造工場として利用する計画実現のために，校舎と敷地を

－131－



買い上げることが決まっており，校舎の方では門崎ファームも協力して，高齢者向けのサ

ロンとしての利用計画もある。

このような活動や取組が，川崎地区の他の様々な組織との連携により実現されていけば，

門崎ファームが「地域貢献型」の集落営農組織として，将来発展していく可能性は高いと

思われる。

（福田竜一）

注 1 実際には，1 日 8～10 時間労働であるとのことである。 

2 鳴瀬振興組合設立 10 周年記念誌『地域活性化を目指して』p.5 より。 

3 2016 年度から，合計 15ha 以上の集落協定，又は，集落連携・機能維持加算に取り組む集落協定は，集落戦

略を作成した場合，当該農地のみの交付金の遡及返還となる。

4 農地維持支払交付金の農地維持活動のうち，地域資源の適切な保全管理のための推進活動として「地域住民

等との交流会の開催」が記されている。

5 以前は米を直売するだけで農協から「勝手に米を売っている」と言われることがあった。農協を通さない米

は農協の施設を利用させない（検査をしない）と言われたこともあったが，今は料金を支払って検査・施設利

用をしている。農協から敵対視されているわけではないが，風当たりがきついこともあった。すべての農協と

の関係を切ることはできず，米販売，春肥購入では農協を通し，農協への配慮をしている。

6 大手企業を退職した I ターン者で 50 歳前後の農業生産者。農産物に独自のブランド名を冠し，盛岡市を中

心に直接販売を実施している。

7 中尊寺の経蔵は，中尊寺経（国宝）を納めるために建立された堂であり，国重要文化財の指定を受けている。

別当とは「責任者」のことで，初代別当に任命されたのは自在房蓮光であった。以上，骨寺荘園遺跡ホームペー

ジ（http://www.honedera.jp/index.html）より。 

8 2011 年に設立。2012 年に市が地域協働体として登録。自治会連絡協議会，女性協議会など団体の代表者や

個人加入者あわせて 39 人の会員。2013 年に「川崎まちづくりビジョン」を策定。門崎小学校の清掃活動など

も実施。

9 区画は大区画（1ha）で，整備面積は約 64ha である。なお，ほ場整備が行われたのは，門崎地区のうち５

集落のほ場のみである。ただし，農地所有者は門崎地区全体に及んでいる。

10 農家はめだかに配慮する意義を最初理解できなかったが，子々孫々に伝えるべき「地域の宝」として，めだ

かの希少性に対する認識が徐々に深まったという。

11 「メダカ水路」は非灌漑期にメダカが生息するための水路で，一部を土水路とした。「メダカ三角池」はメ

ダカの越冬や退避用に作った。「魚道」は排水路に落ちたメダカが田に戻るためのものである。

12 玄会とは，酒の玄人（南部杜氏）と米の玄人（門崎の農家）が協力する（会う）という意味にちなんでいる。

玄会の酒は，オールいわての日本酒（米と酵母）として限定生産販売されている。
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